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平成２８年（ワ）第７５８号 大垣警察市民監視国家賠償請求事件 

原 告；三 輪 唯 夫 外３名 ／被 告；岐  阜  県 

 

原告第２準備書面 【抜粋※】 

 

 

岐阜地方裁判所 御中 

（民事第２部合議係） 

2017 年 10 月 17 日 

上記原告ら訴訟代理人  【略】   

 

 ２０１７年６月３０日付け被告準備書面（１）に対して、次のとおり主張する。 

 

第１ 上記準備書面の「第１」に対して 

１ 被告の認否の態度 

被告は、答弁書において、シーテック社作成の議事録（以下、単に「議事録」という）

の内容に対して、「岐阜県警察としては、大垣署員とシーテック社員が意見交換を行っ

ていたこと自体は認めているので、その内容については認否を明らかにする立場にある

が、本件議事録の内容を個別具体的に認否することは、まさに警察による情報収集活動

の内容を明らかにすることとなるので、前記(1)で述べたとおり認否しない。」（第２、

１、⑶）と主張し、さらに、被告準備書面（１）の冒頭においても、「認否できない理

由は、答弁書記載のとおりである。」と主張している（第１）。 

２ 議事録記載の事実関係について 

  原告の訴状における主張（請求原因事実）は、議事録に記載されている事実とそこか

ら合理的に推認できる事実に基づくものである。したがって、通常であれば、被告はこ

れらの主張全体について認否すべきであり、少なくとも、議事録に具体的に記載されて

いる事実の部分については認否すべきである。【略】 

３ 被告の主張する認否しない理由は不合理である 

被告は議事録記載の内容の事実の存否について認否ができない理由として、「警察が

誰の情報を収集しているか否かが明らかとなれば、今後の情報収集活動に支障が生じる

だけでなく、公共の安全と秩序の維持に影響を及ぼすおそれが生じる」（答弁書第２、

１、⑴）とする。 

驚くべき大雑把で雑な議論である。このような主張が裁判において認められるなら

ば、警察の情報収集活動には具体的な法律は一切不要ということになり、警察との関係

では、人々は個人の尊厳（憲法１３条）、人格権の保障はないに等しい。 

本件では、岐阜県警の警察官らによる原告らの個人情報の収集（利用、第三者提供）
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が適法であるか否かが問われているのであるから、被告は岐阜県警の現在行っている、

今後行う情報収集活動の適法性を確保するためにも、公的機関として原告らが訴状で指

摘する事実があったか否かを回答すべきである。 

被告は、答弁書の第２、１、⑴において、岐阜県警の警察官らによる原告らの個人情

報の収集活動について個別に認否しない理由として、「例えば」として説明しているが、

その内容を原告らに当てはめると荒唐無稽である。すなわち、そこで言う「特定の個人」

を原告三輪に置き換えた場合、「原告三輪が警察の情報収集の対象になっていることが

明らかとなれば、原告三輪は、情報収集の対象となっていることを前提として活動し、

情報収集に対する対抗措置を執られることとなり、以降の情報収集活動に支障が出るこ

とは明らかであるし、他方で、原告三輪が情報収集活動の対象となっていないことが明

らかになった場合、そのことを契機として、犯罪や公共の安全と秩序の維持を害する行

為が企図されたり、犯罪や公共の安全と秩序を害する行為を企図していた者が、その行

為に実際に及ぶ可能性が高まることとなる。」となる。 

如何にも奇異である。原告三輪は自分が警察の情報収集の対象になっていることが明

らかとなれば、当然、警察に抗議し、中止を求め、すでに収集した自分に関する個人情

報の収集の廃棄を求める。これが「情報収集の対象となっていることを前提とした活動」

である。原告三輪がとる「情報収集に対する対抗措置」は上記抗議と要求である。原告

三輪がこのような行動をとったことにより、岐阜県警が原告三輪に関して「以降の情報

収集活動に支障が出ることは明らかである」としても、もともと許されない個人情報の

収集をしていたのであるから、遅くも抗議を受けた時点で中止すべきであり、「以降の

情報収集活動に支障が出る」などと言うのは全くの暴論である。「原告三輪が情報収集

活動の対象となっていないことが明らかになった場合、そのことを契機として、犯罪や

公共の安全と秩序の維持を害する行為が企図されたり」する事態とは一体どのような場

面を指すのか。岐阜県警はどのように考えているのか。現実味が全く無い。合理的思考

が欠落しており、到底、理解不能である。 

原告松島、同近藤、同船田は、「犯罪や公共の安全と秩序を害する行為を企図してい

た者」ではないから、「その行為に実際に及ぶ可能性が高まることとなる」ことは考え

られない。 

このように、被告の挙げた例を原告らに当てはめると滑稽なほど意味不明になってし

まうのは、原告らが岐阜県警の監視対象になるような人物ではなく、そのことが明らか

だからである。このことは、上記当てはめにおいて、原告三輪を、原告松島、同近藤、

同船田に入れ替えても同じである。 

  被告が認否しない理由は全く合理性がない。 

 

第２ 同準備書面の「第２ 公権力行使の違法性」に対して 

１ 同「１ 情報収集活動の適法性」に対して 

（１）「トラブルの可能性」程度で情報収集は許されない 
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 ア はじめに 

被告は「公共の安全と秩序の維持から（中略）トラブル防止の観点から意見交換を

行うことはあり得る」、「警察の情報収集活動は、（中略）任意手段で行われる限り、

（中略）警察法第二条一項に基づき適法であ」る、などと主張する。 

   警察の情報収集活動が一般的に警察法２条１項を根拠に許され得るという被告の

主張は妥当でない。その点を措けば、被告の主張は、警察の諸活動によって、国民の

権利利益が制限されうることを認め、そうした警察の活動が許される範囲について適

切な法的統制が加えられるべきであるとの趣旨である。これは原告の主張とも一致す

るところではある。  

しかし、被告の指摘する裁判例は、次に述べるように、およそ「トラブルの可能性」

という程度の事情をもって、警察による情報収集を許容していない。 

 イ 「ア」（被告準備書面の項目による）の裁判例 

   大阪高裁昭和５１年９月２０日判決【略】そもそもこの判決は、警察の情報収集活

動を違法と断じた裁判例であって、被告の主張の裏付けとなりうるものではない。 

 ウ 「イ」（同）の裁判例 

大阪高裁昭和４１年５月１９日判決（大阪学芸大事件【略】２判決）。【略】上記

裁判例も、警察の情報収集活動が許され得るのは、犯罪の抑止を目的とする場合であ

るとの理解を示している。「トラブルの可能性」というような曖昧な理由での情報収

集を認めた裁判例ではない。 

当然ながら、本件においては、何ら「公安を害する犯罪」が行われると思しき事情

は見受けられないし、原告らの諸活動が「公安に影響を及ぼす事件」となっていたと

いう事情も存在しない。 

 エ 「ウ」（同）の裁判例 

東京高裁昭和４１年３月２４日判決（政防法反対デモ事件【略】））は、「犯罪や

公安を害する事態の（中略）発生の可能性がある」ことが、情報収取活動を許容し得

る条件とされている。本件はそのような可能性のある事案ではない。 

【略】被告は、自らの主張があたかも裁判例によって裏付けられているかのような

体裁を取りながら、その実として、「目的の正当性」の要件から目を逸らし、裁判例

を無視した独自の主張を展開しているのである。 

（２）裁判例は情報提供を許してはいない   

被告の指摘する３つの判例は、「情報収集活動」に関するものであっても、事業者と

の「意見交換」すなわち第三者への「情報提供」に関するものではない。この点につい

て、被告は主張の裏付けとなりうる裁判例を挙げることができないのである。 

（３）被告は結論の理由を示していない 

【略】 警察の情報収集活動は適法であるという被告の主張は、法律論としても妥当で

なく、本件の事実関係を全く無視するものである。考慮に値しない主張と言う他ない。 

２ 同「２ 本件は公権力による干渉、抑圧といえないこと」に対して 
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被告は、「議事録は、原告らの活動を抑圧する目的で行われた情報収集活動であった

との証拠とはなりえない」などと主張する。 

  しかし、原告が訴状等にて繰り返し指摘したとおり、議事録には市民運動の広がりを

抑圧せんとする警察の意図が赤裸々に綴られている。原告らについて情報収集等を行っ

た警察の目的は明白である。これが原告らの活動に対する不当な干渉、抑圧であること

に疑いの余地はない。原告らが受けた権利侵害については、すでに訴状にて指摘したと

ころである。 

３ 同「３ 議事録の内容は、不偏不党（以下略）」に対して 

警察は、原告らの思想信条を推測し、彼らを不穏分子であると不当に決めつけ、長期

間に渡る監視の対象とした。しかも、警察は、私企業であるシーテック社の営利活動を

支援し、私的紛争にみだりに介入し、情報伝播の二次被害を省みずにシーテック社に対

する情報提供を行った。【略】これに対し被告は、議事録は「不偏不党、公平中正に反

する情報収集活動が行われていたことの根拠とはならない」と反論する。しかし、その

論拠は「議事録に記載された情報は、広く一般に知られ、または知られて差し支えない

情報であ」るというものである。反論の主張と論拠が整合していない。情報が公知か否

かという問題と、警察の情報収集等の活動実態が不当か否かという問題は、論理必然の

関係ではない。被告の主張は論理破綻している。 

なお、被告は、本件の情報が公知か否かを争点とするのであれば、具体的事実を示し

て自らの主張を明らかにするべきである。 

４ 同「４ 公共の安全と秩序の維持に反する（以下略）」に対して 

原告は、本件においては、原告らの活動によって治安が脅かされるなどと危惧すべき

事情が何ら見受けられないから、警察の情報収集等の活動は「公共の安全と秩序の維持」

のためとは評価できないと主張した。 

これに対し被告は、警察官には「裁量権」があるから、情報収集等が許される範囲は

「具体的な犯罪発生の恐れがある場合に限定されていない」などと主張するのみであ

る。本件の情報収集等の活動がなにゆえに「公共の安全と秩序の維持」に資すると言え

るのか、被告は全く説明をしないのである。単に「裁量」とか「任意手段」などの用語

を並べるだけで、警察の活動を正当化できるわけではない。 

そもそも、原告らは、警察の情報収集等によって、プライバシー、表現の自由をはじ

めとする憲法上の人権が侵害されたのである。いかに行政に裁量権があるとしても、憲

法に反し人権を侵害することが許される裁量など、あるはずがない。 

５ まとめ 

原告は、議事録（その成立の真正を被告は積極的に争っておらず、記載の内容の正確

性についても明らかな争いはない。）の記載自体から、またその記載から合理的に推認

できる事実から、警察が、原告らの市民運動を抑圧する目的で、彼らを長期の監視対象

としたのであると主張し、それが憲法違反であると主張するものである。 

これに対し、被告は、警察が原告らについて情報収集を行い、その情報をシーテック
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社に提供した目的や、そのような活動をした理由ないし必要性、そして情報収集の方法

等、警察の活動の適法性を判断する上での要素となるべき事実関係を全く主張できない

でいる。警察の活動が警察法２条２項に反しないか否かという問題についても、全く言

及することができないでいる。 

そこでやむなく、被告は、「任意手段」や「裁量」などの抽象論を振りかざすことで、

あるいは事実関係の認否を避ける自らの訴訟態度の問題を証拠（議事録）の証明力の問

題にすり替えることで、本訴訟をやり過ごそうとしているのである。反論にも説明にも

なっていないと言わざるを得ない。 

 

第３ 同「第３ 権利侵害（総論）について」に対して 

１ 同「１ プライバシーが侵害されたとする（以下略）」に対して 

（１）【略】憲法１３条が「私生活秘匿権」としてのいわゆるプライバシー権を保障して

いるという被告の理解自体は、原告も同意見である。原告らは、訴状「第６章 権利

侵害(各論)」(２９頁以下)において、各原告の「私生活秘匿権としてのプライバシー

の侵害」があったことについて、それぞれ具体的事実を摘示して主張している。この

点に関し、被告は、原告らが主張する具体的な権利侵害を構成する事実について、一

切の認否を明らかにしていない。したがって、「私生活秘匿権」として認められる事

実については、これを自白したものとみなされるべきである(民訴法第１５９条１項

本文)。 

（２）【略】 上記の不起訴処分の妥当性の問題はさておき、検察官が判断したのは、警察

官の情報提供が、地方公務員法第３４条１項の「職務上知り得た秘密」に該当するか

否かである。同規定の構成要件該当性の問題と、憲法が保障するプライバシー権の保

護範囲の問題とは性質が異なる。同規定における「秘密」に該当しないとしても、憲

法の保護範囲に含まれることは当然にありうる。 

また、そもそも、個人情報の収集に関しては、何らの刑罰法規も存在せず、これに

ついて、岐阜地検が何らかの判断を下したわけでもない。 

したがって、不起訴処分を引き合いにして原告らの権利が保障されないなどとする

被告の主張は、失当と言う他ない。 

 

２ 同「２ 個人に関する情報を承諾なくみだりに（以下略）」に対して 

（１）京都府学連事件判決 

  被告は、原告らの主張する「個人に関する情報を承諾なくみだりに収集・管理・提供

されない自由」について、「実定法上の根拠を欠いているため、国賠法１条１項の適用

上保障された権利・利益とはいえない。」と主張する。 

しかし、最高裁は、個人の情報をみだりに収集等されない自由・権利を「私生活上の

自由」として憲法１３条の保障範囲に含めており、「私生活秘匿権」に限定などしてな

い。そのリーディングケースとなるのが、京都府学連事件最高裁判決 【略】である。 
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【略】 同判決が、デモ行進参加者についても「私生活上の自由の一つ」として「みだり

に容貌・姿態を撮影されない自由」を認めたことに注目すべきである。つまり、最高裁

は、個人に関する情報の保護対象を、被告が主張するような「他人に知られたくない私

生活上の事実又は情報」に限定せず、公の場で（公道）でデモ行進というアピール行動

をしている個人についても、その容ぼう等の情報が保護対象となることを宣言したので

ある。同判決の調査官解説  【略】においても、「公道上のデモ行進であるから、肖像

権はあらかじめ放棄しているとみるべきであるとする見解は、本判決のとらないところ

である。」と明言されている。 

（２）最高裁は繰り返し同趣旨の判断を示している     

  【略】 

 

３ 同「４ 表現の自由を侵害されたとする（以下略）」に対して 

（１）監視活動はなされていた 

被告は、「議事録には警察が原告らの活動を如何にして抑圧、妨害しようとしたのか、

その手段方法についても何ら記載されていないのであるから、抑圧を目的とした監視活

動が行われていたという原告らの主張が失当である」と主張する。 

  しかし、手段方法が議事録に記載されていないからといって、監視活動（具体的には、

個人情報の収集活動である）がなかったことにはならない。 

第１回情報交換自体、大垣署警備課からシーテック社に対して持ちかけていることか

らして、その以前から、岐阜県警において、原告三輪及び同松島、さらには原告近藤の

個人情報を収集していたことは明らかである。しかも、この時点で、大垣署警備課員は、

「このような人物と岐阜コラボ法律事務所との連携により、大々的な市民運動へと展開

すると御社の事業も進まないことになりかねない。」と述べており、「岐阜コラボ法律

事務所」、正確には弁護士法人ぎふコラボ西濃法律事務所の所員や関係者の行動や活動

について情報を収集、蓄積していたことが伺われ、この中に原告船田の個人情報も含ま

れていた可能性が高い。 

また、第１回から第４回までの情報交換において、その都度、原告らの新しい情報を

提供していることからすると、岐阜県警では、第１回情報交換以降も、原告三輪及び同

松島、さらには原告近藤や原告船田に関する個人情報を収集し、これを大垣署警備課員

が情報交換の場においてシーテック社に提供していたことは明らかである。 

このように、具体的な手段方法が議事録に記載されていないからといって、原告らの

個人情報収集の事実がなかったわけではない。 

（２）不当な干渉・妨害をする目的があった 

 【略】 ある地域で風力発電事業を行うか否か、どのような規模・内容で行うかは、

事業者と関係地域住民が時間をかけて丁寧な議論をし、条件整備を行い、取り返しのつ

かないことにならないようにして進めるべきである。このような大規模新規事業を開始

しようとするときには、当初、地域住民には専門的知識が何もないから、様々な疑問や
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強い警戒心、不信感を抱くのは当然である。そのため、すでに同様の事業が行われてい

る地域の人々から実情を聞くことによって問題の理解を深めようとすることも当然の

対応である。地域に何らかの名目の補償金をばらまけば自治体も地域住民の多くも事業

の危険性に関心を抱かなくなり、事業者にすべてをお任せするという黙り込み、受け容

れの構図が出来上がるが、これこそ、取り返しのつかない事態を招来するのである。 

風力発電事業者としては、我が国のごく近い歴史事実を認識した上で、地域住民に対

して十分な情報を提供し丁寧に説明し、地域住民の理解納得を得る努力をし、地域住民

からの指摘や自らの気づきなどにより自らに不十分点があることがわかれば、これを修

正、改善する必要がある。 

地域住民と事業者との関係は以上のようなものであり、この場面に警察が登場するこ

と自体が異常である。 

大垣署警備課がシーテック社を警察署に呼び出して、「このような人物と岐阜コラボ

法律事務所との連携により、大々的な市民運動へと展開すると御社の事業も進まないこ

とになりかねない。」と威迫し、「大垣警察署としても回避したい行為であり」と、公

正な第三者の立場をかなぐり捨て、警察がシーテック社の味方であることをほのめか

し、原告三輪、同松島ら上鍛治屋地区の住民と敵対視させ、対立構図を意図的に作って

いる。 

本来、当事者同士で真摯に話し合うべき場面において、第三者である警察が、一方（原

告三輪、同松島ら上鍛治屋地区の住民）に内緒で、他方(シーテック社)だけと話し合い、

一方（原告三輪、同松島ら上鍛治屋地区の住民）に対する悪感情を吹き込むことは、不

当な干渉・妨害以外のなにものでもない。これは偶然ではなく、意図して、目的として

行っていることは、大垣署警備課から呼びかけてシーテック社に情報を提供していると

いう関係性からして明らかである。 

（３）議事録の存在を知らずとも権利侵害はある 

また、被告は、「議事録が作成された当時、議事録の存在自体知らなかったのである

ことからすれば、この点からも、その当時に原告らの活動が抑圧、妨害された事実がな

いことは明らかである」と主張する。被告の主張は詭弁である。 

そもそも、本件において「原告らの活動」なるものは存在しない。あったのは、原告

三輪及び同松島ら上鍛治屋地区の住民の活動であって、「原告らの活動」ではない。し

たがって、原告らの活動に対する抑圧、妨害という問題はそもそも存在しない。 

そして、上記（２）で説明したとおり、原告三輪及び同松島ら上鍛治屋地区の住民の

活動に対する抑圧、妨害があったことは明らかである。 

（４）萎縮効果は監視により生じる 

さらに、被告は、「原告らが適法な形で行う活動に行政機関が不利益を課すことはで

きないのであるから、議事録に関する報道が行われたことで、将来の活動に萎縮効果が

もたらされるというのは一般的ではなく、原告らの表現行為に対して萎縮効果があった

とする具体的証拠も認められない」と主張する。 
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  これも、全くの詭弁である。 

監視、知らない間に自分の情報が収集されていることの恐怖は、「行政機関が不利益

を課す」、課さないという問題ではない。岐阜県警が個人情報の収集についてこのよう

な認識だからこそ、岐阜県警の個人情報収集活動は、原告ら、さらには広く一般の人々

の言論活動、更にはそれ以前でありそれ以後でもある思想信条の自由を損なう萎縮効果

をもたらすのである。 【略】 

 

第４ 同「第５ 国賠法について」に対して 

１ 国賠法上の違法性について 

（１）被告が挙げる判例は、本件とは事案が異なる 

被告が挙げる判例【略】の事案は、違法の評価を受ける機関及びその行為態様が本件

とは全く異なる。 

 【略】本件は、原告らには何ら監視や情報提供される正当な理由や受忍義務がない

にもかかわらず、岐阜県警が原告らの個人情報を違法に収集し、さらにそれを違法にシ

ーテック社に提供した行為を行った事案である。 

ゆえに、被告の挙げる最高裁判決は、警察の積極的な違法行為について国賠法におけ

る違法性の判断基準を示したものではない上、挙げられた事案が本件とは全く異なるも

のであって、被告の主張の根拠となるものではない。 

（２）明示的な法律上の義務違反に限られるものではない 

被告は最高裁判決（（１）にて上述）を並べ立てつぎはぎし、あたかも定説となった

かのように「違法」の解釈を展開する。 

しかし、国または公権力の行使にあたる公務員が個別の国民の憲法上の利益や法的利

益を侵害してはならないのは当然であり、これを侵害した場合、原則として、その侵害

行為が違法となることもまた論を待たない。【略】最高裁においても、国家賠償法１条

１項の違法性概念における「法的義務」には、国民の憲法上の権利や法的利益を侵害し

ない義務は勿論、条理上の義務も含まれるのであり、これをあたかも明示的な法律上の

義務に限定するかのような被告の主張は、判例の解釈を誤ったものである。 

 

以上 

 

 

 

 ※ この「抜粋」は、2017 年１０月１７日に弁護団が岐阜地方裁判所に提出した

書面のうち、素人目にもで興味深いと感じられる部分を、「もの言う」自由を守

る会の責任において抜粋したものである。 【 】部分が挿入、あるいは省略し

た部分である。 


